
宮崎オープンシティまちづくり計画における総合設計制度取扱基準
宮崎市都市整備部建築行政課

(趣旨)
第1 この基準は、「宮崎市容積率等の緩和に関する運用基準」（以下「容積率等緩和基準」という。）において
、建築基準法（昭和25年法律第201号。以下「法」という。）第59条の2第1項に基づく総合設計制度の施行
に関し必要な事項を定めるものとする。

（運用方針）
第2 総合設計制度による建築許可（以下「許可」という。）は、この基準に適合し、交通上、安全上、防火上及
び衛生上支障がなく、かつ、市街地環境の整備改善に寄与するものと認められたものに対して行うものとし、こ
の基準に記載のない事項については、総合設計許可準則(昭和46年9月1日建設省住街発第48号建設省
住宅局長通達「総合設計に係る許可準則について」別添。以下「許可準則」という。）及び総合設計許可準則
に関する技術基準（昭和62年12月27日建設省住街発第94号市街地建築課長通知「総合設計許可準則
に関する技術的基準について」別添。以下「技術基準」という。）によるものとする。

（適用区域及び用途）
第3 適用区域は、容積率等緩和基準第２章第２に規定する「まちなか投資倍増エリア」とする。
2 容積率等緩和基準第２章第2に規定する「にぎわい創出路線」に接して共同住宅の用に供する建築物の
許可を受けようとする建築主は、当該建築物の1階に物品販売店舗、飲食店等の賑わいの創出に資する用途
の部分を設けるよう努めなければならない。

3 「風俗営業等の規制及び業務の適正化に関する法律」(昭和 23 年法律第 122 号)第 2 条第 6 項に規
定する店舗型性風俗特殊営業に係る用途を含む建築物には、この基準は適用しないものとする。

(適用対象)
第4 許可の対象となる建築の計画は、次の要件を満足しなければならない。
（1） 当該計画が交通混雑を防止し、円滑な一般交通が確保されたものであること。
（2） 当該計画が避難及び歩行者の安全が確保されたものであること。
（3） 当該計画が延焼火災の防止や円滑な消防活動に配慮されたものであること。
（4） 当該計画が日照、採光、通風等の面で支障がないこと。
（5） 当該計画が一定の面積以上の敷地を有すること。
（6） 当該計画が一定の割合以上の絶対空地（建築面積の計算対象とならない敷地の部分をいう。)を有す
ること。

（7） 当該計画の敷地が一定の幅員以上の道路に接すること。
（8） 当該計画が一定の比率以上の有効公開空地面積を確保していること。

（敷地の面積）
第5 第４（５）に規定する敷地の面積は、建築基準法施行令（昭和２５年１１月１６日号外政令第３３８号）第1
36条第3項の表中（ろ）欄に掲げる面積とする。

（付加基準）
第6 許可に際して次の基準を付加する。
（１） 外壁面の後退
建築物の外壁又はこれに代わる柱面から敷地境界までの水平距離は、当該部分の高さの平方根に2分の
1を乗じて得た距離以上とする。ただし、当該部分の高さが12m以下の場合又は落下物による危険防止の
ための措置を講じた場合に関しては、この限りでない。

（２）歩道空間の確保
敷地が歩道と車道の区分のない前面道路に接する場合は、その接する部分の全てに1.5m以上の歩道空
間を設けなければならない。

（緩和基準）
第７ 許可に際して次の基準を緩和する。
（１） 容積率
この基準に記載のない事項については、許可準則及び技術基準を準用する。

（２） 高さ制限
高さ制限のうち斜線制限については、許可準則及び技術基準を準用する。ただし、近隣に病院、診療所（患
者の収容施設があるものに限る。）、宿舎、下宿、住宅その他居住の用に供する建築物がある場合、斜線制
限の緩和は行わない。

（適用除外）
第8 市街地住宅総合設計、再開発方針等適合型総合設計、マンション建替型総合設計、長期優良住宅型総
合設計及び都心居住型総合設計は、許可準則の規定にかかわらず、この基準においては適用しない。

(特定施設による容積率加算の特例)
第9 第10から第12までのいずれかの基準に適合する特定施設を設けた場合、公開空地による延べ面積の割
増しに加え、各基準の範囲内で特例による容積率の加算を行うことができるものとする。

（高度かつ総合的に環境に配慮した建築物の特例）



第１０ 許可準則第２第１(5)の規定により、高度かつ総合的に環境に配慮した建築物に関する容積率の加算
を次の通り適用する。
（1） 評価方法 建築物総合環境性能評価システム（以下「CASBEE」という。）に基づく評価
（2） 加算の限度

① Aランク
当該建築物の公開空地による延べ面積の割増しに2分の1を乗じて得られる面積と敷地面積に
100分の25を乗じて得られる面積の内、いずれか小さいものを限度とする。

② Sランク
当該建築物の公開空地による延べ面積の割増しに2分の1を乗じて得られる面積と敷地面積に
100分の50を乗じて得られる面積の内、いずれか小さいものを限度とする。

（保育所その他の生活支援施設が設けられた建築物の特例）
第１１ 許可準則第２第１(6)の規定により、保育所その他の生活支援施設（保育所等）に関する容積率の加算
を次の通り適用する。
（1） 対象施設
子育て支援施設、高齢者支援施設(通所サービスに限る。)、スーパーマーケット（売場面積250㎡以上
で主に食料品を扱う店舗をいう。）及び診療所（周辺状況を勘案しこれらの施設が不足する場合又は不
足する恐れがあると判断される場合に限る。）

（２） 容積加算の基準
① 加算面積
加算できる面積は、当該施設部分の床面積の範囲内で市長が認める部分の面積とする。

② 加算の限度
①に規定する加算面積は、当該建築物の公開空地による延べ面積の割増しに2分の1を乗じて得ら
れる面積と敷地面積に100分の５０を乗じて得られる面積の内、いずれか小さいものを限度とする。

（災害時等における地域住民の防災上の安全性確保に資する施設が設けられた建築物の特例）
第１２ 許可準則第２第１(8)の規定により、災害時等における地域住民の防災上の安全性確保に資する施設
に関する容積率の加算を次の通り適用する。
（1） 対象施設
一時避難スペース、備蓄倉庫、非常用電源設備、井水施設その他市長が防災上の安全性確保に必要と
認める施設

（２） 容積率加算の基準
① 加算面積
加算できる面積は、当該施設部分の床面積の範囲内で市長が認める面積とする。

② 加算の限度
①に規定する加算面積は、当該建築物の公開空地による延べ面積の割増しに2分の1を乗じて得ら
れる面積と敷地面積に100分の25を乗じて得られる面積の内、いずれか小さいものを限度とする。

(特定施設による容積率加算の上限)
第1３ 第10から第１２までに規定する基準に適合する特定施設を設けた場合において、これらの規定による容
積率の加算の合計は、公開空地による割増し容積率を超えないものとする。

（自動車車庫を設けた建築物の特例）
第1４ 許可準則第２第１(7)の規定にかかわらず、自動車車庫に関する容積率の割増しは適用しない。

（申請の事前協議）
第1５ 許可を受けようとする建築主は、あらかじめ建築に係る基本計画（一連の設計行為のうち初期段階にあ
って基本的な方針等を確定する行為をいう。）の内容等について本市と協議を行わなければならない。

（荷さばき等のための駐車施設の整備）
第1６ 許可を受けるにあっては、一台以上の荷さばき等のための駐車施設を設けなければならない。

（建築物環境配慮制度）
第1７ 許可を受けようとする建築主は、近隣に住宅、病院、診療所（患者の収容施設があるものに限る。）宿舎、
下宿その他居住の用に供する建築物がある場合、CASBEEによる評価図書を市長に提出しなければならな
い。

（福祉環境の整備）
第1８ 許可を受けようとする建築主は、宮崎市福祉のまちづくり条例（平成12年12月20日条例第60号）に
基づく整備基準を遵守しなければならない。

（教育委員会との協議調整）
第1９ 共同住宅を含む建築物の許可を受けようとする建築主は、学区における児童・生徒の受入れについて教
育委員会と協議調整を行わなければならない。

（公開空地の基準）
第２０ 敷地を貫通して道路等を相互に有効に連絡する公開空地は見通しの良いものとし、防犯設備等の設置
に努めるとともに、安全に配慮した計画でなければならない。



（公開空地等の施工計画書の作成）
第２１ 許可に係る建築物の建築主又は建築物の所有者、管理者、若しくは敷地の所有者（以下、「建築主等」
という。）は、公開空地及び公開空地に準ずる有効な空地（以下「公開空地等」という。）部分の工事に着手す
る日前30日までに、公開空地等の施工計画書を作成し市長に提出しなければならない。ただし、公開空地等
を「まちなかオープンスペースの整備・認定・運営に関する基準」に定める「まちなかオープンスペース」とする
場合は当該基準によるものとし、この基準の適用は受けない。（第21から第23において同じ。）

（公開空地等の維持管理）
第２２ 建築主等は、使用開始前に公開空地等維持管理責任者を選任し、「公開空地等維持管理責任者選任
届」を市長に提出しなければならない。

２ 建築主等は、法第12条第1項の規定による建築物の定期報告を行う際に、市長に公開空地等の維持管
理状況を、「公開空地等管理報告書」により報告しなければならない。

（公開空地等の一時使用）
第２３ 公開空地等は、原則として他の目的に使用してはならない。ただし、公共公益に資する行為、建築物等の
維持管理のために必要な行為、まちの賑わいの創出に寄与する行為等についてはこの限りでない。

（公開空地等の適切な標示）
第２４ 許可に係る建築物の建築主は、歩行者が自由に通行し又は利用できるものであるとする旨を明記した
標示板を公開空地等内の敷地外から視認しやすい場所に設置しなければならない。

（計画の変更）
第２５ 許可を受けた建築物又は建築物の敷地については、原則として変更を行ってはならない。ただし、次のい
ずれかについてはこの限りでない。
（1） 許可の容積率を超えない範囲による変更で、かつ、変更の内容が全体計画に影響を与えないもの
（2） 許可の条件に関係しないもの
（3） その他市長が軽微であると認めたもの。

２ 前項の規定により計画を変更する場合は当該工事に着手する前に届出し、市長の承認を受けなければな
らない。

（計画道路等の扱い）
第２６ 許可を受けた建築物又は建築物の敷地について、都市計画において定められた都市計画道路等（以下
「計画道路等」という。）があり、その計画道路等の部分に公開空地を設ける場合においては、その計画道路
等が道路になった段階においても残りの敷地において許可基準を満たすようにしなければならない。

（適用除外等）
第２７ 特別な事由によりやむを得ないと認められる建築物は、この基準の全部又は一部を適用しないことがで
きる。

附 則
この基準は、令和6年11月1日から施行する。


